
 

豊岡市立竹野多目的屋内運動広場指定管理者募集要項 

 

豊岡市（以下「市」という。）では、豊岡市立竹野多目的屋内運動広場（以下「健康

増進施設」という。）の指定管理者を指定するにあたり、豊岡市立健康増進施設の設置

及び管理に関する条例（以下「設置管理条例」という。）及び豊岡市公の施設の指定管

理者の指定の手続等に関する条例（以下「指定手続条例」という。）に基づき、下記施

設の指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

⑴ 名 称 豊岡市立竹野多目的屋内運動広場 

⑵ 所在地 豊岡市竹野町須谷 483 番地 

⑶ 設置目的 

市民の心身の健全な発達及び明るく豊かなまちづくりの形成に寄与するととも

に、スポーツ及びレクリエーションの普及を図るため。 

⑷ 構造等 

ア 構造         鉄骨造平屋建（ドーム） 

イ 敷地面積・延床面積  2465.45 ㎡・1019.20 ㎡ 

ウ 施設の主な内容    屋内グラウンド（土）、事務室、トイレ 

             現状写真、平面図のとおり 

エ 竣工         1995 年４月 

⑸ 施設利用の状況  

2025 年 492 件、5,321 人  2024 年 497 件、5,693 人 

2023 年 508 件、5,732 人  2022 年 486 件、5,802 人 

※年間利用件数（件）年間延利用者数（人） 

 

２ 指定期間 

⑴  2027 年４月１日から 2032 年３月 31 日まで５年間の予定としますが、最終的に

は 2026 年 12 月定例市議会の議決を経て確定されます。 

⑵ 指定期間中であっても、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認

められる場合には、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の一部又は全部の

停止を命じることがあります。（地方自治法（以下「自治法」という。）第 244 条の

２第 11 項） 

⑶ 老朽化等により施設を廃止することとなった場合も、当該施設の廃止の日をもっ

て指定が終了になりますが、その場合でも違約金、損害賠償金等は支払いません。 

 

３ 管理の基準及び管理業務の範囲 



 ⑴ 指定管理者が行う施設の管理の業務は次のとおりです。（詳細は、豊岡市立竹野

多目的屋内運動広場管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）によります。） 

  ア 健康増進施設の使用及びその制限に関する業務 

  イ 健康増進施設の維持管理に関する業務 

  ウ その他市長が定める業務 

 ⑵ 維持管理に関する業務は指定管理者が自ら行うことを原則としますが、部分的な

業務については、市の承諾を得て専門業者に再委託することができます。 

 ⑶ 提案事業 

   ⑴や仕様書に掲げた業務の他に、指定管理者自らが企画する事業を提案すること

ができます。その場合は、事業計画書の「２⑷その他の特記事項（自主事業の計画、

PR 計画、新たな提案等）」に記載してください。提案事業は、市が認めた場合は、

指定管理業務となります。（利用者から利用料金を徴収する場合は条例に記載する

必要があります。） 

 ⑷ 自主事業 

   提案事業について指定管理業務の範囲と認められない場合でも、市の承認を経て、

自主事業として行える場合があります。ただし、自主事業の経理は、指定管理業務

と明確に区分し、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備する必要がありま

す。 

また、指定管理業務として実施するわけではないため、行政財産使用許可等を得

て、使用料等を支払わなければならない場合があります。 

 

４ 管理に要する経費 

⑴  指定管理料 

市は、指定管理者が施設の管理業務を実施するために必要な経費として、指定期

間において総額 1,105 千円の範囲内で指定管理料を支払います。 

年度毎の具体的な指定管理料は、事業計画・収支計画において提示のあった金額

を参考に、市と指定管理者が協議を行い年度協定で定めます。その他、支払時期、

回数等についても年度協定で定めます。 

支払いは、会計年度（４月１日から翌年３月 31 日まで）ごとに、指定管理者か

らの請求に基づき分割して支払います。 

⑵ 利用料金制 

自治法第 244 条の２第８項に規定する利用料金制を適用し、利用料金は指定管理

者の収入となります。ただし、指定期間満了前に指定期間満了後の利用料金（預り

金）を受け付けている場合は、新しい指定管理者に引き継ぐものとします。 

利用料金の額は設置管理条例に定める額の範囲内で指定管理者が市長（又は教育

委員会）の承認を得た上で設定することとします。また、利用料金の減免について

も、指定管理者が市長（又は教育委員会）の承認を得た上で設定することとします



が、基本的には利用料金制採用前の使用料の減免基準に準じる（新規施設の場合は

類似施設の減免基準に準じる）こととします。 

⑶ 管理経費の負担 

   管理に要する経費のうち、火災保険料、その他別に定めるリスク分担により市が

負担することになる経費を除いた健康増進施設の管理に要する経費は、指定管理者

の負担とします。 

   指定管理業務を適切に実施する中で、利用料金収入の増加及び経費の節減など指

定管理者の努力により生み出された余剰金については、精算による返還を求めませ

ん。ただし管理経費に収入不足が生じた場合でも、市は補填を行いません。 

⑷ 経理区分 

   指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けるととも

に、収入及び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理してください。 

 

５ 市と指定管理者のリスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、別表「リスク分担表」のとおりとします。 

ただし、別表に定める事項に疑義を生じた場合又は別表に定めのないリスクが生じ

た場合は、市と指定管理者が協議の上リスク分担を決定します。 

 

６ 賠償責任と賠償保険の加入 

指定管理者は、業務実施中に指定管理者の原因により発生した事故に対して責任を

負うものとし、市は一切責任を負いません。また、国家賠償法第２条の規定により市

が第三者に損害を賠償した場合、市が求償権を行使する場合があります。 

指定管理者は不慮の事故に備え、その損害に対する補償を行うために賠償責任保険

に加入するものとします。 

なお、建物共済（火災保険を含む。）については、市が加入し、その費用も負担し

ます。 

 

７ 雇用条件 

 施設の従業員は、原則として市内に居住する市民を雇用することを条件とします。 

 

８ 申請者の資格要件 

指定管理者に申請する場合は、次に掲げる要件を満たしていることを条件とします。 

⑴ 団体であること。（法人格の有無は問いませんが、個人での申請はできません。） 

⑵ 団体又はその代表者が、次に掲げる事項に該当しないこと。 

  ア 国税又は地方税を滞納している場合 

  イ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に抵触する場合 

  ウ 指定管理者の指定の取り消しを受けた日から２年を経過していない場合 



  エ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に掲げる暴力団

又はその構成員及びそれらの利益となる活動を行う者である場合 

 

９ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に関して 

2023 年 10 月以降、消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）において、利

用料金等の収受に際し、登録番号、適用税率、消費税額等を記載した適格請求書（イン

ボイス）の利用者への交付が必要です。指定管理者においては、インボイスの事業者登

録をはじめ、必要な対応をお願いします。 

インボイス制度の詳細は、国税庁ＨＰの「インボイス制度」をご覧ください。 

 

10 申請手続き等 

⑴  提出方法 

提出先まで持参又は郵送してください。 

⑵ 提出期間 

2026 年８月５日（水）から９月４日（金）まで 。ただし、土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律に規定する休日は除く（提出時間は、午前９時から午後４

時 30 分まで）。 

なお、郵送の場合は簡易書留郵便とし、2026 年９月４日(金) 午後４時 30 分必

着とします。 

⑶ 提出書類 

 次に掲げる書類を提出してください。 

ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

イ 申請資格を有していることを証する書類 

（資格要件は、「８ 申請者の資格要件」を参照してください。） 

申請資格の内容 区 分 提出書類 

８⑴ 

 

 

法人の場合 ①定款、寄附行為、規約その他これら

に類する書類 

②登記簿謄本 

③印鑑証明書 

非法人の場合 ①団体の規約、会則等 

②団体の構成員名簿 

③代表者の住民票の写し 

④代表者の印鑑証明書 



８⑵ア 納税義務がある場合 

（法人の場合） 

法人の納税証明書（直近１年度分） 

①「法人税」及び「消費税及地方消費

税」について未納税額のない証明（国

税通則法施行規則（以下「国税通則規

則」という。）別紙９号様式その３の３） 

②兵庫県税に未納のないことの証明書

（納税証明書⑵ 全税目） 

③豊岡市税に係る納税証明書（全税目） 

納税義務がある場合 

（非法人の場合） 

代表者の納税証明書（直近１年度分） 

①「申告所得税及復興特別所得税」及

び「消費税及地方消費税」について未

納税額のない証明（国税通則規則別紙

９号様式その３の２） 

②兵庫県税に未納のないことの証明書

（納税証明書⑵ 全税目） 

③豊岡市税に係る納税証明書（全税目） 

納税義務がない場合 納税義務がない旨を記載した申立書 

８⑵のイ、ウ、エ  ８申請者の資格要件⑵のイ、ウ、エに

違反していない旨の誓約書（指定様式） 

※登記簿謄本、税を滞納していないことを証する書類については、提出日の前３ヶ

月以内に発行されたものを添付すること。 

※税を滞納していないことを証する書類については、法人（非法人の場合は代表者）

の納税地が県外・市外の場合は、８⑵ア②及び③は免除とする（納税義務がない

旨を記載した申立書を提出すること）。 

ウ 事業計画書（別記③ ） 

エ 収支計画書（案）（別記④） 

オ 団体の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図や業務執行体制がわ

かるもの及び就業規則又はこれらに類するもの） 

カ 経営又は運営状況を示す書類（直近１年度分） 

(ｱ) 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類 

(ｲ) 事業報告書（団体の概要、活動内容等を記載した書類） 

(ｳ) 現事業年度の団体の事業計画書及び収支予算書 

⑷ 提出書類に関する注意事項 

ア 必要に応じて⑶以外の書類の提出を追加で求める場合があります。 

イ 申請した申請書等の内容については、軽微なものを除き、変更することはでき

ません。 

ウ 提出された書類は返却しません。 

エ 提出された書類の著作権は提出団体に帰属しますが、市は提出された書類を特

に承諾を得ず、無償で公表、使用することができることとします。（提出書類は



情報公開請求の対象となります。） 

オ 提出書類は原則としてＡ４版とします。 

カ 提出書類は正本１部と副本４部とします（副本は複写可・原本証明不要）。 

キ 副本は審査会で使用するため、10⑶ウ、エ、オ、カのみとし、中央下に頁を付

してください（副本に 10⑶ア、イは不要です。）また、年号は西暦で統一してく

ださい。 

ク 副本分は電子化データ（ＰＤＦ等）も提出してください。 

⑸ 申請に要する経費 

   申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とします。 

⑹ 申請の辞退 

申請を辞退するときは、辞退届（任意様式）を提出してください。 

 

11 現地見学会の開催 

次の日程で現地見学会を開催します。参加については任意としますが、現地見学会

に参加を希望する場合は、2026 年８月 20 日（木）午後４時 30 分までに団体名、代

表者氏名、参加予定者氏名及び連絡先を健康福祉部介護保険課へＥメール又はＦＡＸ

にて申込みをしてください。なお、Ｅメール又はＦＡＸによる送信の後、送信の旨を

担当者に電話等で連絡し、受取を確認してください。 

⑴ 日時：2026 年８月 27 日（木）午後２時から 

⑵ 場所：豊岡市立竹野多目的屋内運動広場 

 

12 質問事項の受付 

⑴  受付期間 

2026 年８月５日（水）から 2026 年８月 20 日（木）まで（土日、祝日を除く） 

⑵ 受付時間 

午前９時から午後４時 30 分まで。 

⑶ 質問票の様式 

   Ａ４版縦で横書きとし、書式は任意とします。 

⑷ 提出方法 

持参、Ｅメール又はＦＡＸによる書面での提出とし、電話、来訪での口頭伝達に

よるものは受付をしません。なお、Ｅメール又はＦＡＸによる送信の後、送信の旨

を担当者に電話等で連絡し、受取りを確認してください。 

⑸ 回答方法 

回答は、情報の共有を図るため、2026 年８月 27 日（木）に全件の質問及び回答

の内容を市のホームページ(https://www.city.toyooka.lg.jp/)に掲載します。 

 

13 選定方法 



⑴ 提出された 10⑶ア、イの書類により申請資格を満たしていると判断された申請

者の中から、指定手続条例第６条に規定する豊岡市公の施設指定管理者選定審査会

（以下「審査会」という。）が、次の選定基準に照らし、施設の管理を行うに最も

適当と認められる申請者を指定管理者の候補者として選定します。なお、審査会の

開催は、10 月 16 日（金）もしくは 19 日（月）です。 

⑵ 複数の申請があった場合は、別表「指定管理者候補者選定基準評価表」（別添②）

を基に各審査委員が採点し、平均点が最も高い申請者を指定管理者の候補者としま

す。 

比較する平均点が同じ場合は、選定基準の「住民の平等な利用を確保することが

できるものであること」の平均点を比較し、最も高い申請者を指定管理者の候補者

とします。なお、すべての平均点が同じ場合は、出席委員の多数決で決定し、可否

同数の時は、委員長が決定します。 

⑶ 以下の事項に該当する場合には、無効又は失格となることがあります。 

ア 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき 

  ウ 虚偽の内容が記載されているとき 

  エ その他審査を行うことについて不適当と審査会が認めたとき 

 

14 選定基準 

次に掲げる審査項目について、10⑶ウ、エ、オ、カの書類とプレゼンテーションによ

る審査を行います。 

⑴ 住民等の平等な利用を確保することができるもの 

⑵ 施設の効用を最大限に発揮するものであること 

⑶ 施設の適切な維持及び管理を行うことができるものであるとともに、その管理に

係る経費の縮減が図られるものであること 

⑷ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するもの又

はそれらを確保する見込みのあるものであること 

⑸ その他、施設の設置目的を達成するために十分な能力を有しているものであるこ

と 

 

15 選定結果の通知 

指定管理者の候補者に選定された場合は、豊岡市公の施設の指定管理者の指定の手続

等に関する条例施行規則（以下「指定手続条例規則」という。）第３条に規定している

指定管理者候補選定通知書により通知します。（指定の決定は、指定議案の議決後とな

ります。） 

また、指定管理者の候補者に選定されなかった場合は、指定手続条例規則第３条に規

定している指定管理者候補不選定通知書により通知します。 



 

16 指定の通知 

指定管理者候補者の選定後、指定に係る議案を 2026 年 12 月の定例市議会（予定）に

提出し、議決を受けます。指定議案の議決があったときは、指定管理者に指定された者

に対して、指定手続条例規則第４条に規定している指定管理者指定通知書により通知し

ます。 

ただし、議決を受けるまでの間に、指定管理者の候補者を指定管理者に指定すること

が著しく不適当と認められる事情が生じたときには、指定管理者の候補者の選定を取り

消すことがあります。 

なお、議決を受けることができなかった場合においても、指定管理者の候補者が支出

した費用等については、補償しませんのでご了承ください。 

 

17 協定の締結 

指定管理者の指定を受けた場合は、市との間で、指定期間、個人情報の取扱い等の指

定期間全体に関する基本的な協定（基本協定）と単年度ごとに市が支払うべき費用負担

に関する事項を定めた協定（年度協定）に分けて、市との間で協定を締結します。 

 

18 その他 

⑴  業務の引継ぎ 

  指定の議決後、施設利用者の利便性が損なわれないようにするため、業務内容等

の引継ぎを現指定管理者との間で行ってください。なお、準備及び引継ぎに要した

費用等について市は負担を行いません。また、2032 年 4 月 1 日以降の当該施設の

指定管理者となる団体への業務内容の引継ぎについても同様とします。 

⑵ 備品 

市が現在の指定管理者に無償で貸与している備品については、引き続き新たな指

定管理者に無償で貸与します。ただし、更新、修繕する場合のリスク分担及び備品

の帰属は、仕様書において定めます。 

⑶ 行政財産の目的外使用 

市が地方自治法第 238 条の４第７項及び豊岡市公有財産規則第 20 条の規定に基

づき、行政財産の目的外使用の許可を行った場合は、許可を受けたものに施設を使

用させるものとします。その場合において、目的外使用に伴い発生する光熱水費に

ついては、指定管理者が自身の収入として収受してください。 

なお、指定管理者が行政財産の目的外使用を行う場合は、市の許可を受けてくだ

さい。 

 

19 問い合わせ先及び書類の提出先 

〒668-0046 
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電 話 0796-24-2401 ＦＡＸ 0796-29-3144 
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